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平成１９年各会計定例監査、平成１８年度決算審査（各会計歳入歳出及び公

営企業各会計）、平成１８年財政援助団体等監査、平成１８年工事監査、平

成１８年行政監査（病院における収入管理について、都の土地及び建物の管

理について）、平成１８年各会計定例監査、平成１７年度決算審査（各会計

歳入歳出及び公営企業各会計）、平成１７年行政監査（情報システムの運用

管理について、道路の維持補修について）、平成１７年財政援助団体等監査、
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第１ 報 告 の 概 要 

 

各監査・審査の結果に基づき知事等が講じた措置について、表１のとおり、執行機関から通知

があった。今回、通知を受けた件数は１０２件で、講じられた措置の内訳は、表２のとおりであ

る。また、残る１４０件の監査結果については、執行部所において改善の取組途上、又は改善策

を検討中となっている。 
 
 
（表１）講じた措置の件数 

  区     分 監査実施期間 結果内訳
措置対象

A
措置済 

B 
今回措置 

C 
改善中
A-(B+C)

指 摘 １１６ － ６６ ５０
意見・要望 ７ － ２ ５

平成１９年 
各会計定例監査 
（平成１８年度執行分） 

平成19.1.16 
～平成19.9.5

計 １２３ － ６８ ５５
指 摘 １９ － ９ １０
意見・要望 － － － －

平成１８年度 
 決算審査 
（歳入歳出各会計） 

平成19.7.18 
～平成19.9.7

計 １９ － ９ １０
指 摘 ９ － ２ ７
意見・要望 １ － ０ １

平成１８年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成19.6.1 
～平成19.9.3

計 １０ － ２ ８
指 摘 ３５ ２８ ５ ２
意見・要望 ５ ３ ０ ２

平成１８年 
 財政援助団体等監査 

平成18.8.28 
～平成19.1.17

計 ４０ ３１ ５ ４
指 摘 ３９ ３８ １ ０
意見・要望 ４ ４ － －

平成１８年 
 工事監査 

平成18.1.30 
～平成19.1.17

計 ４３ ４２ １ ０
指 摘 ３３ ０ ３ ３０
意見・要望 － － － －

平成１８年 行政監査 
（病院における収入管理に
ついて） 

平成18.9.6 
～平成19.1.17

計 ３３ ０ ３ ３０
指 摘 ２６ １７ １ ８
意見・要望 ９ ０ ０ ９

平成１８年 行政監査 
（都の土地及び建物の管理
について） 

平成18.9.5 
～平成19.1.17

計 ３５ １７ １ １７
指 摘 ６０ ４９ ３ ８
意見・要望 ４ ４ － －

平成１８年 
各会計定例監査 
（平成１７年度執行分） 

平成18.1.12 
～平成18.9.8

計 ６４ ５３ ３ ８
指 摘 １７ １６ １ ０
意見・要望 － － － －

平成１７年度 
 決算審査 
（歳入歳出各会計） 

平成18.7.21 
～平成18.9.8

計 １７ １６ １ ０
指 摘 ６ ２ ３ １
意見・要望 ２ ０ ０ ２

平成１７年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成18.6.1 
～平成18.8.9

計 ８ ２ ３ ３
指 摘 １２ １２ － －
意見・要望 ４ ２ １ １

平成１７年 行政監査 
（情報システムの運用管理
について） 

平成17.9.26 
～平成18.2.1

計 １６ １４ １ １
指 摘 － － － －
意見・要望 ２ １ １ ０

平成１７年 行政監査 
（道路の維持補修について）

平成17.9.26 
～平成18.2.1

計 ２ １ １ ０
指 摘 ３３ ３２ ０ １
意見・要望 ８ ５ ２ １

平成１７年 
 財政援助団体等監査 

平成17.9.7 
～平成18.2.1

計 ４１ ３７ ２ ２
指 摘 ７８ ７８ － －
意見・要望 １１ １０ １ ０

平成１７年 
各会計定例監査 
（平成１６年度執行分） 

平成17.1.14 
～平成17.9.7

計 ８９ ８８ １ ０
指 摘 １８ １８ － －
意見・要望 ３ １ １ １

平成１６年度 
 決算審査 
（出納長所属各会計） 

平成17.7.21 
～平成17.9.7

計 ２１ １９ １ １
指 摘 １１ １０ ０ １
意見・要望 － － － －

平成１６年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成17.6.3 
～平成17.9.7

計 １１ １０ ０ １

指 摘 ５１２ ３００ ９４ １１８

意見・要望 ６０ ３０ ８ ２２合          計 

計 ５７２ ３３０ １０２ １４０

（注）件数については、一つの指摘が複数の局（団体）にある場合、局（団体）ごとに件数を数えている。 
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（表２）措置の内訳 

区   分 事          例 件  数 

規定、基準等に即した適正な事

務の執行、財産管理等に改めた

もの 

・随意契約を競争見積に改めた。 

・診療報酬の請求漏れ等に対し、レセプトの

返戻請求及び再審査請求を行った。 

・公有財産の登載漏れ等を修正した。 

５４件

会議、研修等において、関係者

に周知徹底を図ったもの 

・リース契約に係る適切な積算 

・適正な契約手続 

・行政財産使用許可に係る適正な事務処理 

２９件

新たな基準の作成など、より適

切な事務手続に改めたもの 

・料金減免に係る処理手順を定めた。 

・補助金の支出基準を見直した。 

・庁舎の管理委託に係る積算基準を新たに定

めた。 

１１件

指 

 

 

 

摘 

小  計 ９４件

事務のより一層の改善を図っ

たもの 

・証紙類の過大な在庫を解消した。 

・屋上等緑化の維持管理状況を継続的に把握

する体制を整備した。 

６件

関係機関との連携に取り組ん

だもの 

・隣接県等と緊急輸送道路指定の整合を図り、

災害時の復旧態勢を整備した。 
１件

通知書の様式を見直したもの ・納税者向け通知書の文字を見やすく改めた。 １件

意 

見 

・ 

要 

望 

小  計 ８件

合    計 １０２件
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第２ 報 告 の 内 容 

 

〔平成１９年各会計定例監査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
総務局 契約違約金

に係る調定を

適正に行うべ

きもの 

 

契約違約金は、延滞利息に相当するもの

であり、債権本体の納入日をもってその額

を確定しなければならない。 

しかし、小笠原支庁における生活再建資

金貸付金に係る契約違約金の調定状況につ

いて見たところ、債権本体の納入日と契約

違約金の調定日の間で相当期間が経過し、

かつ、まとめて調定を行っている。 

 内部マニュアルを

修正し、四半期から

半年に１回行ってい

た歳入調定を、債権

本体の収入時点で行

うこととし、平成１

９年６月調定分から

改善した。 

総務局  証紙類の効

率的な管理及

び使用につい

て検討すべき

もの 

首都大学支援部では、都立大学ほか３大

学が管理していた証紙類を引き継いでおり

その管理及び使用状況について見たところ

次のような事実が認められた。 

ア 郵便切手については、使用実績に対し、 

 在庫数が過大となっている。 

イ 東京都タクシーチケット券については 

 平成１８年度の使用実績が１６枚である 

 にもかかわらず、監査日（平成１９．５． 

 ２１）現在、９７４枚の在庫がある。 

 しかし一方で、局内の他の部については、

事務の執行上、郵便切手、東京都タクシー

チケット券を購入している状況にある。 

 局内各部の証紙類

について、使用状況

及び在庫状況の調査

を行った。 

 タクシーチケット

については、調査結

果に基づき所属換え

を実施し、過大な在

庫数を解消した。 

 郵券についても順

次所属換えを実施し

ており、郵券が必要

となった場合には、

首都大学支援部から

の所属換えを検討し

たうえで購入するよ

う各部の物品担当者

へ要請した。 

財務局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

経理部は、自動車、サーバ機器等のリー

ス契約を締結しているが、次のような事例

が認められた。 

①自動車については、積算の算定根拠が月

額リース料の参考見積りのみとなっており

リース物件価格等に基づき妥当であるかの

検証が行われていない。 

②サーバ機器等については、保守対象物件

価格に、リース物件の搬入や設置工事に要

する費用を含めた額に保守料率を乗じて保

守料を算出している。 

 

 自動車等のリース

契約については、今

後、一般的な市場価

格を把握するなど適

切な積算を行う。 

 サーバ機器等のリ

ース契約について

は、新規リース契約

分から保守料を適切

に算出した。 

 今後のリース契約

においても、適切に

積算を行うよう改め

て部内に周知を図っ

た。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
財務局  旅費事務を

適正に行うべ

きもの 

建築保全部の出張旅費について、次のよう

な事例が認められた。 

ア 過渡しとなった旅費は、速やかに返 

納させ、旅行完了の日から起算して５日

以内に精算を行うこととなっているが、

３件の宿泊を伴う出張において、１週間

から２週間の返納及び精算の遅れが認

められた。 

イ 大島航路に設定されている等級には

ジェット船という等級と客船の２等か

ら特等まであるため、乗船した等級を確

認するため領収書を添付する必要があ

るが、船賃の領収書又はその支払いを証

明する書類が添付されていなかった。 

 旅費の未精算原議

は、他の旅費関係原

議と明確に区分管理

し、精算状況を把握

できるように改善し

た。 

 また、領収書の添

付については、平成

１９年５月２１日付

け事務連絡により部

内職員に周知徹底を

図った。 

 

主税局 

 

 個人事業税

の課税を適正

に行うべきも

の 

板橋都税事務所は、不動産貸付業を行って

いるＡに対し、個人事業税の課税対象として

認定し、課税標準を算定しているが、住宅及

び住宅用の土地の貸付けを行う不動産貸付

業の認定基準は「契約件数が１０件以上」で

ある。 

しかし、本件は、貸付建物１棟と住宅用土

地の貸付契約件数８件の合計９件であるこ

とから、個人事業税の課税対象外とすべきで

ある。 

 このため個人事業税５万７，９００円が

課税超過となっている。 

 平成１９年４月１

３日に超過納付分を

還付した。 

 平成１９年４月１

６日に職場内研修を

実施し、照合におけ

る留意点などについ

て改めて確認すると

ともに、複数の職員

による相互確認を徹

底した。 

主税局  個人事業税

の課税を適正

に行うべきも

の 

立川都税事務所は、駐車場業を行っている

Ｂ及びＣに対し、個人事業税の課税対象とし

て認定し、課税標準を算定しているが、自動

車の駐車のための場所を提供する駐車場業

の認定基準は「駐車可能台数が１０台以上」

である。 

しかし、Ｂについては、駐車可能台数は６

台であり、Ｃについては８台であることか

ら、いずれも個人事業税の課税対象外とすべ

きである。 

 このため、Ｂについては個人事業税１万

６，９００円が、Ｃについては１万６００円

が、課税超過となっている。 

Ｂ、Ｃともに平成１

９年３月３０日、超過

納付分を還付した。 

 平成１９年４月１

７日に職場内研修を

実施し、照合における

留意点などについて

改めて確認するとと

もに、複数の職員によ

る相互確認を徹底し

た。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
主税局  二以上の地

目に利用され

ている一筆の

土地評価及び

課税を適正に

行うべきもの 

固定資産税における土地の評価は、原則

として土地課税台帳等に登録された一筆の

土地を単位（一画地）として行われるが、

二以上の地目に利用されている土地につい

ては、それぞれの地目ごとの土地を単位と

して評価するとしている。 

しかし、北都税事務所は、墓地（非課税）

及び住宅の用に供している宅地２つの地目

から成っている一筆の土地について、課税

対象となる宅地部分の評価に当たり、宅地

のみで奥行価格補正を適用すべきところ、

墓地部分を含めて一筆の土地全体に適用し

たため、評価額が減価されている。 

この結果、固定資産税・都市計画税２万

４６８円が課税不足となっている。 

 

 平成１９年６月２

９日に現地調査を実

施し、雑種地たる墓

地（非課税）部分と

宅地部分を分けて画

地評価とした。 

 平成１５年度～平

成１９年度分につい

て、平成１９年７月

３１日に価格修正決

定を、平成１９年８

月１０日に賦課決定

を行い、平成１９年

８月１３日に全額納

付された。 

主税局  テレビ電話

システムにつ

いて見直すべ

きもの 

 局は、テレビ電話システム機器の借入契

約（契約金額：８８６万１,５８０円、契約

期間：平成１８.４.１～平成１９.３．３１）

をＥと締結し、立川エリア（立川都税事務

所と府中、小平各都税支所）及び八王子エ

リア（八王子都税事務所と青梅、町田各都

税支所）に機器を設置している。 

 しかし、このシステムについては、導入

後４年を経過しているにもかかわらず、職

員にテレビ電話システムの使用方法が十分

に周知されておらず、ほとんど利用されて

いない。 

 平成１９年度末を

もって、テレビ電話

システムを廃止する

ことにした。 

主税局  郵便区内特

別郵便物に係

る割安料金制

度を活用すべ

きもの 

港都税事務所では、口座振替の利用案内や

納税通知書を納税者等に送付しているが、

郵便料金の支払いについて見たところ、特

別料金の適用を受けられるにもかかわらず、

申請を行っていない事例が認められた。 

 その結果、特別郵便物を活用した場合に

比べて、４万７，５８９円過大なものとな

っている。 

 所は課長会におい

て郵便区内特別郵便

物制度を活用するよ

うに徹底した。 

 また、平成１９年

４月１日から「後納

郵便差出票兼郵券請

求書」の様式の改正

を行い、発送係、庶

務係の両方でのチェ

ックが容易になるよ

う改善した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

主税局  適正な公金

管理に努める

べきもの 

徴収部では、「東京都主税局の多摩地域都

税事務所及び都税支所並びに自動車税事務

所で行う収納事務の委託」契約（契約金額：

７，９６９万５，０００円、契約期間：平

成１８．４．１～平成１９．３．３１、前

年度も入札で同業者が受託）をＦと締結し

ている。 

この仕様書によれば、収納金に超過金が

生じた場合、その原因を追究し納税者に速

やかに返還する等の措置をとり、部に結果

を報告することとしているが、Ｆが原因不

明の超過金を保管している状況が認められ

た。 

 超過金については

平成１９年５月２２

日に都の歳入とし、

公金管理の適正化を

図った。今後は、収

納事務の更なる適正

化を受託者に要請す

る。 

 また、原因不明の

超過金の取扱いにつ

いても、契約関係書

類に明示することと

する。 

主税局 各都税事務

所における土

地、家屋の認

定に当たり、

統一的な基準

を設けるよう

検討すべき  

もの 

 

住宅の用に供する土地・家屋については、

固定資産税及び都市計画税が軽減されてい

るが、住宅展示場にあるモデルハウスにつ

いては、住宅の用に供していないため、軽

減されないとしている。 

中野都税事務所では、土地に係る固定資

産税・都市計画税について、当該土地に建

築された家屋が住宅展示場に使用されてい

ることから、非住宅用地として課税を行っ

ているが、家屋については、当該住宅展示

場を専ら人の居住の用に供する家屋として

認定し、固定資産税・都市計画税の軽減を

行っており、土地と家屋とで、課税状況が

異なっている。 

 

 平成１９年８月３

１日に全体係長会を

開催し、各都税事務

所資産評価・家屋評

価係長に対して統一

的な基準を示した。

 さらに、平成１９

年９月１１日付１９

主資評第１４１号

「「固定資産家屋評

価事務Ｑ＆Ａ」の一

部改正について」に

おいて、職員に周知

徹底した。 

 

生活文化 

スポーツ局 

 委託契約に

係る履行確認

を適正に行う

べきもの 

文化振興部は、都立横網町公園内にある、

東京空襲犠牲者を追悼し平和を祈念する碑

の花壇整備を監修するために、監修委託契

約（契約金額：１５万８，１３０円、契約

期間：平成１８．４．１～平成１９．３．

３１）をＡと締結しているが、仕様書の中

で行うこととしている施工監理について、

監修を行った旨の報告がなく、また、施工

業者が部に提出した報告書からも、Ａが監

修を行った事実は認められなかった。 

このため、本委託業務が適正に行われて

いたか、確認できない状況にある。 

 

 監修の回数を明記

するなど、平成１９

年度契約において仕

様書の見直しを行っ

た。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
生活文化 

スポーツ局 
 委託契約に

係る履行確認

を適正に行う

べきもの 

 

私学部は、私立学校に対する教育助成金

に係る調査結果等を入力するために、デー

タ入力委託契約（推定総金額：３０４万３，

２８６円、契約期間：平成１８．５．２３

～平成１８．１２．２８）をＢと締結して

いる。 

当該データ入力委託に係る情報の管理状

況について見たところ、特記仕様書に定め

る、個人情報及び機密情報に該当するデー

タ等の管理状況及び契約履行完了に伴う情

報の消去の報告が、Ｂから部に提出されて

おらず、情報管理が適正に行われているか

を確認できない状況にある。 

 

 個人情報及び機密

情報に該当するデー

タ等の管理状況及び

契約履行完了に伴う

情報の消去に関して

委託契約受託者から

報告書の提出を受

け、適正に行われて

いることを確認し

た。 

環境局  行政財産使

用許可にかか

る事務処理を

適正に行うべ

きもの 

 多摩環境事務所における行政財産使用許

可に係る事務処理について見たところ、条

例第６条により、使用料は行政財産の使用

許可を受けた者から、使用を開始する日ま

でにその全額を徴収するように規定されて

いるにもかかわらず、使用料の納入期限が

行政財産の使用開始日以降に設定されてい

る。 

 行政財産使用許可

手続に関し、使用開

始日までに使用料を

徴収する取扱いにつ

いて周知徹底した。

 また、継続的使用

者については、現在

の使用期間満了まで

に相手方に対し申請

確認を行うこととし

た。 

環境局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

 環境改善部は、ＶＯＣ（揮発性有機化合

物）連続測定装置のリース契約（契約金額：

３，３５６万６，４００円、契約期間及び

リース期間：平成１８．１０．１～平成２

３．３．３１）及び有害大気汚染物質測定

装置のリース契約（契約金額：３，０２１

万４，８００円、契約期間及びリース期間：

平成１８．１０．１～平成２３．９．３０）

を、長期継続契約（地方自治法第２３４条

の３）として締結している。 

 ところで積算内訳を見たところ、本来リ

ース物件価格に含めるべきでない保守料を

含めてリース料率を乗じていることが認め

られた。 

  

 リースの適切な積

算について、平成１

９年９月２７日付け

で部内周知を行っ

た。 



 - 8 - 

 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局  行政財産の

使用許可に係

る使用料の徴

収を適正に行

うべきもの 

 行政財産の使用許可については、使用料

条例第６条に基づき、使用の許可を受けた

者から使用許可の開始日以前にその使用料

の全額を徴収するように規定されている。 

 しかし、少子社会対策部では、許可開始

日以前に使用料全額を徴収していない。 

 今後は、使用許可

案件別リストの作成

や正副担当制の設

定、領収書等による

納期限前の納入確認

等により、許可開始

日以前に使用料の全

額徴収を把握する。 

 

 

福祉保健局  冊子の作成

に係る契約手

続きを適正に

行うべきもの 

医療政策部では、都民が医療について学

習する際に利用できる小冊子を作成するた

め、「医療情報に関する理解を促進する小冊

子作成委託」（契約金額：８０９万６，５５

０円、契約期間：平成１９．２．１５～３．

３０）をＦと締結している。 

しかし、監査日（平成１９．６．１４）

現在、納品がされていないものがあるにも

かかわらず、契約代金を支払っている。 

 平成１９年７月２

日に、部内管理職お

よび庶務担当係長を

集めた連絡会議を開

き、契約履行期限の

遵守について周知徹

底を図った。 

 平成１９年７月１

９日に行われた局内

部長会においても、

課長会等を通じて契

約担当者に十分注意

を促すように周知し

た。 

病院経営本部  特定保険医

療材料費の請

求を適切に行

うべきもの 

 墨東病院における特定保険医療材料を

使用した手術等に係る診療報酬の請求に

ついて見たところ、請求もれ等が認められ

た。 

 レセプトの返戻請

求を行い、再審査請

求を行った。 

病院経営本部  特定保険医

療材料費の請

求を適切に行

うべきもの 

 松沢病院における特定保険医療材料を

使用した手術等に係る診療報酬の請求に

ついて見たところ、請求もれ等が認められ

た。 

 レセプトの返戻請

求を行い、再審査請

求を行った。 

病院経営本部  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

サービス推進部におけるリース契約にお

いて、通常保守を必要としないテーブルや

取付金具などを保守対象に含めて保守料を

算出している。 

 

 平成１９年６月２

８日に開催した用度

担当係長会におい

て、適切な積算につ

いて周知徹底した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

大塚病院におけるリース契約において、

通常保守を必要としないテーブルや取付金

具などを保守対象に含めて保守料を算出し

ている。 

 

 平成１９年６月２

８日に開催した用度

担当係長会において

適切な積算について

周知徹底した。 

病院経営本部  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

駒込病院におけるリース契約において、

通常保守を必要としないテーブルや取付金

具などを保守対象に含めて保守料を算出し

ている。 

 

 平成１９年６月２

８日に開催した用度

担当係長会において

適切な積算について

周知徹底した。 

病院経営本部  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

松沢病院におけるリース契約において、

通常保守を必要としないテーブルや取付金

具などを保守対象に含めて保守料を算出し

ている。 

 

 平成１９年６月２

８日に開催した用度

担当係長会において

適切な積算について

周知徹底した。 

病院経営本部  特命随意契

約を見直すべ

きもの 

駒込病院は、次期病院情報システムのリ

ース契約をＡと締結しているが、増設する

端末機の借入れについて、「システム本体の

機器がＣ社製品であり、ＢがＣ社製品を取

り扱っている」との特命理由で、Ｂと特命

随意契約を締結している（契約金額：３３

４，８４５円、契約期間：平成１９．１．

１～平成１９．３．３１）。 

しかし、Ｃ社製品はＢ以外のリース会社

においても取り扱っており、現にシステム

本体のＣ社製品の機器のリース契約は、競

争入札によりＡと契約していることから、

増設分について特命随意契約を締結する理

由は認められない。 

 平成１９年６月２

８日に開催した用度

担当係長会におい

て、特命随意契約に

ついては特命理由の

十分な検証を行う等

競争性を確保するよ

う周知徹底した。 

産業労働局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

商工部におけるコンピュータ機器等のリ

ース契約について見たところ、本来リース物

件価格に含めるべきでない保守料を含めて

リース料率を乗じて算出していることが認

められた。 

 平成１９年１０月

１日の商工部内課長

会において、リース契

約に係る積算を適切

に行い、事務処理のチ

ェック体制を強化す

るよう周知徹底した。
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
産業労働局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

東京障害者職業能力開発校における、コ

ンピュータ機器等のリース契約について見

たところ、本来リース物件価格に含めるべ

きでない保守料を含めてリース料率を乗じ

て算出していることが認められた。 

 

 平成１９年６月４

日に実施した経理事

務担当者会議におい

て、ＩＴ経費適正化

マニュアルを改めて

配布し、リース契約

の見積り積算を適正

に行うよう指導を行

った。 

産業労働局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

中央・城北職業能力開発センター板橋校

におけるコンピュータ機器等のリース契約

について見たところ、本来リース物件価格

に含めるべきでない保守料を含めてリース

料率を乗じて算出していることが認められ

た。 

 

 平成１９年６月４

日に実施した経理事

務担当者会議におい

て、ＩＴ経費適正化

マニュアルを改めて

配布し、リース契約

の見積り積算を適正

に行うよう指導を行

った。 

 

産業労働局  物品の耐用

年数を考慮し

てリース契約

を行うべきも

の 

中央・城北職業能力開発センター板橋校

における業務用のコンピュータ装置等のリ

ース契約は、契約更新に当たり、すべての

機器等を新規に調達している。 

 しかし、更新前のリース契約に含まれて

いたＯＡデスク、椅子、ラック等の什器類

は、リース契約更新時においても耐用年数

を十分残しており、再リース等により調達

することが可能である。 

 平成１９年６月４

日に実施した経理事

務担当者会議におい

て、リース契約の更

新に当たっては、リ

ース物品の耐用年数

について、十分考慮

する必要があること

を周知徹底した。 

産業労働局  物品の耐用

年数を考慮し

てリース契約

を行うべきも

の 

農業振興事務所における業務用のコンピ

ュータ装置等のリース契約は、契約更新に当

たり、すべての機器等を新規に調達してい

る。 

 しかし、更新前のリース契約に含まれてい

たＯＡデスク、椅子、ラック等の什器類は、

リース契約更新時においても耐用年数を十

分残しており、再リース等により調達するこ

とが可能である。 

 局は平成１９年９

月２１日付けで、リー

ス契約の更新に当た

っては、リース物品の

耐用年数について、十

分考慮する必要があ

ることを所に指導し

た。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
産業労働局  浄水器の賃

借契約を見直

すべきもの 

中央・城北職業能力開発センター高年齢

者校で賃借している浄水器５台の使用状況

を見たところ、生徒の実習訓練用としてホ

テル・レストランサービス科実習場の厨房

に２台、職員や生徒の飲用として給湯室及

び湯沸室に３台を設置し使用している。 

しかし、給湯室及び湯沸室で日常的に使

用している水道水は、飲用水としての水質

を満たしており、実習訓練以外の用途で浄

水器を設置する必要性は認められない。 

 契約の見直しを行

い、給湯室及び湯沸

室に設置していた３

台分の浄水器につい

ては平成１９年５月

末をもって契約を解

除した。 

産業労働局  生徒用教科

書の購入契約

を適正に行う

べきもの 

 東京障害者職業能力開発校は、生徒用教

科書の購入契約をＡと特命により締結して

いる。 

 ところで、この契約の特命理由を見たと

ころ、生徒に対して教科書の出張販売を行

う業者を選定する「生徒用教科書販売業者

選定委員会で選定された業者である」こと

を理由としており、適正でない。 

 

 平成１９年９月１

０日に、校が新たに

締結した生徒用教科

書の購入契約におい

て、競争見積を実施

した。 

中央卸売市場  市場施設使

用料の徴収を

適正に行うべ

きもの 

食肉市場センタービルの仲卸業者等が使

用する専用エレベーター機械室の施設使用

料について見たところ、市場は、Ａに使用

させている場所（１２．２㎡）について、「作

業所使用料」（１月１㎡につき６９５円）と

して、施設使用料を徴収しているが、専用

エレベーター機械室については、「その他の

施設使用料」（１月１㎡につき８００円）と

して施設使用料を徴収すべきものである。 

 この結果、３年分の施設使用料４万６，

１１６円が収入不足となっている。 

 

 平成１９年８月１

７日付けで市場施設

使用許可の一部変更

を行い、平成１７年

４月 1日に遡及して、

使用料区分を「作業

所使用料」から「そ

の他の施設使用料」

に変更した。 

 また、この変更に

伴う使用料の不足分

を使用者であるＡに

請求し、すでに納付

された。 

中央卸売市場  消火設備の
取替工事に係

る契約手続を

適正に行うべ

きもの 

 豊島市場では、移動式粉末消火設備１０

台のうち５台を取り替えるため、「豊島市場

防火設備補修工事」契約（契約金額：９９

万１，２００円、契約期間：平成１８．１

０．１２～１１．２）をＣと締結している。 

 この仕様書には５台の取替工事と記載さ

れており、また、工事完了届も５台と記載

されているが、実際には１０台すべてを取

り替えており、正規の契約手続を踏まずに

工事を行っている。 

 中央卸売市場は、

豊島市場に対し、厳

正な契約手続きを行

うよう指示し、市場

では、仕様書の内容

確認の徹底や完了検

査の強化など、再発

防止を図った。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
建設局  契約手続を

適正に行うべ

きもの 

 道路建設部は、局のホームページに掲載

する表示画面等の作成委託契約を、Ａと特

命により締結している。 

 その特命理由は、作成する表示画面は局

のホームページの形式と統一すること、ま

た、作業時間の短縮を図る必要があること

から、局のホームページを作成した会社を

選定するとしている。 

 しかし、委託業務内容は、他の事業者に

おいても容易に作成できることから、特命

随意契約で行う必要性は認められない。 

 今後、委託内容の

専門性や困難度を十

分に考慮した上で、

入札等による契約が

可能であるかを判断

していくこととし、

平成１９年９月２１

日付事務連絡により

適正な事務処理を行

うよう周知徹底し

た。 

建設局  電線共同溝

の整備に係る

手続を適正に

行うべきもの 

北多摩南部建設事務所が行う電線共同溝

の整備に当たっては、事前に計画を策定し

た上で工事を行うこと、電気供給事業者な

どの利用予定者から、整備計画で定める建

設負担金の納付を受けることとされてい

る。 

しかし、所における事務手続きについて

見たところ、整備計画の策定をしないまま

着工していることが認められた。 

 適正な事務手続き

を行うことを徹底さ

せるため、平成１９

年８月２９日に架空

線地中化担当者会議

を開催し、各建設事

務所に対し指導を図

った。 

東京消防庁  物品の貸付

料の徴収を適

正に行うべき

もの 

庁は、講習会場の使用許可に際し、当該

会場に備え付けられている物品について、

取得価格及び減価償却率をもとに貸付料を

算定し、貸付を行っている。 

この貸付について見たところ、次のよう

な状況が認められた。 

①映像投影機の取得価格及び中央処理装

置の減価償却率を誤ったため、貸付料が

過少徴収となっている。 

②貸付に係る料金の算定に含まれていな

い物品がある。 

③財産の貸付料は、前納させなければな

らないこととされているが、納入期限を

講習開始後に設定している。 

 

 過少徴収となって

いる貸付料は、平成

１９年９月に徴収し

た。 

 物品貸付に係る料

金の算定について、

平成１９年１０月以

降、使用する物品の

貸付料を徴収するこ

とで統一し、その旨

周知した。 

 貸付料については

前納とするよう周知

した。 

東京消防庁  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

予防部におけるマイクロフィルムリーダ

ープリンターのリース契約について見たと

ころ、本来リース物件価格に含めるべきで

はない保守料を含めてリース料率を乗じて

算出していることが認められた。 

 リース契約にかか

る積算については、

メンテナンスリース

の場合はリース料の

ほか、保守料の積算

を別に行うよう、平

成１９年９月１９日

付通知により通知し

た。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
交通局  業務委託契

約に係る仕様

書の作成を適

正に行うべき

もの 

 業務委託契約の締結に当たり、業務委託

等の契約書に添付する内訳書等に、人数及

び１人当たりの単価を表示することは、職

業安定法第４４条に抵触することとされて

いる。 

 車両電気部では、「木場車両検修場施設案

内業務委託」契約（契約金額：１７万６，

４００円、契約期間：平成１８．６．２７

～同年８．３１）をＣと締結しているが、

仕様書で、業務従事者の人数を指定してお

り、適正でない。 

業務委託契約に係

る仕様書の作成につ

いては、平成１９年７

月から仕様書の記載

方法を見直した。 

 

交通局  業務委託契

約に係る仕様

書の作成を適

正に行うべき

もの 

 業務委託契約の締結に当たり、業務委託

等の契約書に添付する内訳書等に、人数及

び１人当たりの単価を表示することは、職

業安定法第４４条に抵触することとされて

いる。 

 電車部では、上野御徒町駅務管理所、大

門駅務管理所及び馬喰駅務管理所におけ

る、旅客の誘導案内及び駅の巡回警備を行

う業務委託契約を締結しているが、仕様書

で、業務従事者の人数を指定しており、適

正でない。 

 

業務委託契約に係

る仕様書の作成につ

いては、平成１９年７

月から仕様書の記載

方法を見直した。 

 

交通局  在庫管理を

適切に行うべ

きもの 

 自動車部では、一般乗合旅客自動車の運

賃及び乗車券取扱要領により、｢営業所の乗

車券の適正在庫数は、各々の券種につき毎

月の発売実績の１～１．５ヶ月とする。｣と

定め、必要とされる乗車券を適正水準に保

持することとしている。 

 各自動車営業所における在庫管理につい

て見たところ、要領に定める基準を超えて

保管されている事例が認められた。 

 乗継乗車券（２，

０００円）、共通回

数券（５，０００円）

については、乗車券

の請求単位を変更

し、また、他の券種

についても本局への

保管換えを行うな

ど、在庫管理を適切

に行っている。 

水道局  公衆浴場営

業に対する水

道料金等の減

額等を適正に

行うべきもの 

公衆浴場の用途の水栓は、東京都給水条

例等により他の用途の水栓より水道料金等

が低額となっている。 

大田北営業所において、公衆浴場営業の

用途の水栓について見たところ、Ａは公衆

浴場営業を行っていたが、営業休止のため

平成１５年６月１４日付けで用途が変更に

なることを営業所へ連絡し、営業所はこれ

を受け付けたにもかかわらず、Ａに対して

公衆浴場営業の料金の適用及び減額処理を

解除していない。 

 公衆浴場営業の料

金の適用及び減額の

解除を平成１９年５

月１８日付けで行う

とともに、所内で事

務処理の遺漏がない

よう周知をした。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  公衆浴場営

業用途の水栓

にかかる調査

方法等を定め

るべきもの 

公衆浴場の用途の水栓は、東京都給水条

例等により他の用途の水栓より水道料金等

が低額となっている。 

サービス推進部は、公衆浴場営業につい

て廃業や他用途への転用等、減額等の処理

を解除すべき事由が発生していないか、営

業所が調査することとしているが、その調

査方法、頻度、調査結果の記録方法等を具

体的に定めていない。 

そのため、北営業所は適切な調査を定期

的に行っておらず、減額の対象外であるに

もかかわらず水道料金を減額している事例

が認められた。 

 公衆浴場営業料金

の適用解除を平成１

９年１月１３日付け

で行うとともに、所

内で再発防止に向

け、事務処理の遺漏

がないよう周知し

た。 

水道局  公衆浴場営

業用途の水栓

にかかる調査

方法等を定め

るべきもの 

公衆浴場の用途の水栓は、東京都給水条

例等により他の用途の水栓より水道料金等

が低額となっている。 

サービス推進部は、公衆浴場営業につい

て廃業や他用途への転用等、減額等の処理

を解除すべき事由が発生していないか、営

業所が調査することとしているが、その調

査方法、頻度、調査結果の記録方法等を具

体的に定めていない。 

そのため、大田南営業所は適切な調査を

定期的に行っておらず、減額の対象外であ

るにもかかわらず水道料金を減額している

事例が認められた。 

 平成１９年２月１

６日付けで料金算定

の適正化を行うとと

もに、所内で再発防

止に向け、事務処理

の遺漏がないよう周

知した。 

水道局  公衆浴場営

業用途の水栓

にかかる調査

方法等を定め

るべきもの 

公衆浴場の用途の水栓は、東京都給水条

例等により他の用途の水栓より水道料金等

が低額となっている。 

サービス推進部は、公衆浴場営業につい

て廃業や他用途への転用等、減額等の処理

を解除すべき事由が発生していないか、営

業所が調査することとしているが、その調

査方法、頻度、調査結果の記録方法等を具

体的に定めていない。 

そのため、練馬東営業所は適切な調査を

定期的に行っておらず、減額の対象外であ

るにもかかわらず水道料金を減額している

事例が認められた。 

 平成１９年２月２

４日付けで料金算定

の適正化を行うとと

もに、所内で再発防

止に向け、事務処理

の遺漏がないよう周

知した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  公衆浴場営

業用途の水栓

にかかる調査

方法等を定め

るべきもの 

公衆浴場の用途の水栓は、東京都給水条

例等により他の用途の水栓より水道料金等

が低額となっている。 

サービス推進部は、公衆浴場営業につい

て廃業や他用途への転用等、減額等の処理

を解除すべき事由が発生していないか、営

業所が調査することとしているが、その調

査方法、頻度、調査結果の記録方法等を具

体的に定めていない。 

そのため、営業所が適切な調査を定期的

に行っておらず、減額の対象外であるにも

かかわらず水道料金を減額している事例が

認められた。 

部は減額対象についての調査方法及び頻

度を具体的に定めるとともに、営業所を適

切に指導されたい。 

「委託徴収業務の

処理要領」を改正し、

検針委託会社向け説

明会（平成１９年３月

５日）及び「平成１９

年度第一回委託連絡

会」（平成１９年７月

４日）を開催し、委託

会社３社に対し改正

内容について徹底し

た。 

 さらに、平成１９

年７月から９月にか

けて全営業所及び検

針委託会社を対象と

した訪問指導を実施

し、適切な事務処理

の徹底を図った。 

水道局  減免対象リ

ストを活用し

て適切に調査

を行うべきも

の 

東京都給水条例等では、特定の用途の水

栓について、水道料金の減額等を定めてい

る。 

サービス推進部は、水道料金の減額等の

対象となっている特定の用途の水栓につい

てリストを作成し、営業所に配布している。 

しかし、港営業所は適切な調査を定期的

に行っておらず、減額の対象外であるにも

かかわらず水道料金を減額している事例が

認められた。 

 

平成１８年１２月

２３日付けで減免適

用の解除を行うとと

もに、所内で再発防

止に向け、事務処理

の遺漏がないよう周

知した。 

 

水道局  減免対象リ

ストを活用し

て適切に調査

を行うべきも

の 

東京都給水条例等では、特定の用途の水

栓について、水道料金の減額等を定めてい

る。 

サービス推進部は、水道料金の減額等の

対象となっている特定の用途の水栓につい

てリストを作成し、営業所に配布している。 

しかし、足立営業所は適切な調査を定期

的に行っておらず、減額の対象外であるに

もかかわらず水道料金を減額している事例

が認められた。 

平成１９年２月１

４日付けで減免適用

の解除を行うととも

に、所内において再

発防止に向け、事務

処理の遺漏がないよ

う周知した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  減免対象リ

ストを活用し

て適切に調査

を行うべきも

の 

東京都給水条例等では、特定の用途の水

栓について、水道料金の減額等を定めてい

る。 

サービス推進部は、水道料金の減額等の

対象となっている特定の用途の水栓につい

てリストを作成し、営業所に配布している。 

しかし、大田北営業所は適切な調査を定

期的に行っておらず、減額の対象外である

にもかかわらず水道料金を減額している事

例が認められた。 

 

平成１９年２月２

０日付けで減免適用

の解除を行うととも

に、所内で再発防止

に向け、事務処理の

遺漏がないよう周知

した。 

 

水道局  減免対象リ

ストを活用し

て適切に調査

を行うべきも

の 

東京都給水条例等では、特定の用途の水

栓について、水道料金の減額等を定めてい

る。 

サービス推進部は、水道料金の減額等の

対象となっている特定の用途の水栓につい

てリストを作成し、営業所に配布している。 

しかし、営業所が適切な調査を定期的に

行っていないため、減額の対象外であるに

もかかわらず水道料金を減額している事例

が認められた。 

部は適切な調査を行うよう営業所を指導

されたい。 

平成１９年４月に

「委託徴収業務の処

理要領」及び「営業事

務取扱手続」を改正し

た。 

さらに、平成１９

年７月から９月にか

けて全営業所及び検

針委託会社を対象と

した訪問指導を実施

し、適切な事務処理

の徹底を図った。 

水道局  水道料金等

の免除適用の

中止を迅速に 

行うべきもの 

児童扶養手当受給世帯について、水道使

用者からの申請により、水道料金等の免除

を行っているが、サービス推進部は、毎年

１１月に各区に対して免除継続調査を実施

しており、その結果が１２月に確定するた

め、各営業所では、確定後の翌月となる１

月使用分から、水道使用料等の免除適用を

中止している。 

この結果、３月３１日に免除要件を失っ

てから９か月間（１２月まで）免除を継続

している。 

 

 １１月に行ってい

た調査を５月と１１

月の年２回行い、手

当受給状況を的確に

把握し、免除適用の

中止を迅速に行うよ

うにした。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  漏水控除に

係る事務処理

手順を定める

べきもの 

サービス推進部は、水道使用者が、善良

なる管理者の注意をもって管理していたに

もかかわらず、漏水を発見できなかった場

合のみ、漏水量を使用水量から控除できる

としている。 

しかし、漏水控除の事例について見たと

ころ、文書等客観的証拠がなく、控除水量

が適正であるか確認することができないも

のが認められた。 

 

平成１９年４月１

日に「営業事務取扱

手続」を改正し、減

量に至る詳細な理由

及び内容の記載を行

うよう定め、各営業

所向け通知した。 

また、営業所検針

係長会総会におい

て、漏水控除に係る

適切な事務処理を指

示したうえ、全営業

所を対象とした訪問

指導を実施し、適切

な事務処理の徹底を

図った。 

水道局  リースに係

る保守契約を

見直すととも

に、積算を適

切に行うべき

もの 

総務部がリース契約しているパーソナル

コンピュータの稼動時間は著しく短く、故

障する可能性も低いが、日常的な保守対応

を含めたリース契約を行っている。 

また、本来リース物件価格に含めるべき

でないインターネット接続料金を含めてリ

ース料を積算している。 

 

 平成１９年８月３

１日に同パソコンの

リース契約が満了す

ることを踏まえ、同

パソコンの再リース

契約を締結する際、

保守対応を含めない

契約とした。 

 インターネット接

続料金については、

平成１９年度賃貸借

契約書においてパソ

コンの価格（リース

物件価格）からイン

ターネット接続料金

を除き、別項として

適切に費用計上し

た。 

水道局  リースに係

る保守契約を

見直すととも

に、積算を適

切に行うべき

もの 

職員部がリース契約しているパーソナル

コンピュータの稼動時間は著しく短く、故

障する可能性も低いが、日常的な保守対応

を含めたリース契約を行っている。 

また、本来リース物件価格に含めるべき

でないインターネット接続料金を含めてリ

ース料を積算している。 

 

 平成１９年８月３

１日に本契約は終了

し、同様の契約は行

わない。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  水道特別作

業隊における

機器設置台数

の見直しを行

うべきもの 

２台設置している電子計算機システムの

ディスプレイのうち、当直待機室のディス

プレイは、当直職員の仮眠時に警報を知ら

せるためのみに使用しているものであり、

警報が生じると当直職員は直ちに執務室へ

移動し、執務室のディスプレイにより業務

に当たることから、設置する必要性は低い。 

 

平成１９年１０月

１日をもって当直待

機室のディスプレイ

を撤去した。 

水道局  水道緊急工

事請負単価契

約（維持補修

工事）を適切

に行うべきも

の 

東部第二支所及び南部第二支所では、水

道用地の草刈作業を水道緊急工事により実

施している。 

しかし、草刈・枝払いを必要とする場所

及び時期については事前に把握し、計画的

に実施するべきであり、水道緊急工事によ

って実施すべきではない。 

 

平成１９年３月２

８日付け文書にて、

草刈り・枝払いは計

画的に予定し、年間

での発注を行うこと

及び原則として水道

緊急工事によらない

ことを局内関係部署

に通知した。 

 加えて、各支所経

理係長会を開催し、

上記の内容について

周知徹底を図った。 

水道局  水道緊急工

事請負単価契

約（維持補修

工事）を適切

に行うべきも

の 

東部第二支所は、水道緊急工事により、

応急給水槽の門扉の修繕を行っている。 

しかし、安全確保のために立ち入りでき

ないような応急措置をすれば足り、その後

に通常の契約により門扉を修繕すべきであ

る。 

 所では、平成１９

年４月１６日の維持

係会において、同様

の事例が今後発生し

た場合の応急措置

や、その後の補修方

法等について確認し

徹底を図った。 

水道局  配水施設の

維持管理を適

切に行うべき

もの 

給水部は、水道緊急工事により配水施設

の維持補修工事を行う場合には、支障内容、

緊急性及び補修手段を調査カードに記載し

水道緊急工事によることを決定することと

している。 

しかし、南部第二支所は水道緊急工事に

よる補修の実施に当たり、調査カードを作

成していない。 

 

「単価請負業務発

注の手引き」を改訂

し、平成１９年３月

３０日付け文書にて

局内関係部署に通知

するとともに、工務

係長会等を開催し、

調査カードの活用徹

底を指示した。 

また、南部第二支

所では業務の進め方

について確認し、調

査カードの作成を徹

底した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  配水施設の

維持管理を適

切に行うべき

もの 

南部第二支所が水道緊急工事として行っ

た、人孔(マンホール)等の鉄蓋の鎖切れを

補修する工事について、発見から補修工事

までの期間を見ると、緊急に行われた工事

とは認められない。 

水道緊急工事ではなく、通常の配水管小

規模整備工事として試算すると約１，０１

７万円の不経済支出となっている。 

 所では、平成１９

年４月１３日の維持

係会において、適切

な補修方法の選択に

ついて確認し徹底を

図った。 

水道局  配水施設の

維持管理を適

切に行うべき

もの 

南部第二支所は、配水の経路などを調整

するために、道路上の人孔内に設置されて

いる制水弁等を操作するが、この操作に当

たり、道路交通の安全を確保するため、水

道緊急工事により保安工を実施している。 

しかし、配水課が行う本管系統操作は事

前に計画し、これに基づいて実施するもの

であるから、配水課内において適切な日程

調整を行い、水道緊急工事によらず保安工

を実施すべきである。 

 所では、平成１９

年４月１３日の維持

係会において、情報

共有及び適切な維持

管理工事の発注につ

いて確認し徹底を図

った。 

水道局  配水施設の

維持管理を適

切に行うべき

もの 

南部第二支所は、西部建設事務所が行う

配水管新設工事に伴い発生した切り回し工

事を、水道緊急工事により行っている。 
しかし、西部建設事務所と適切に調整を

行って、事前に必要性及び時期を把握し、

水道緊急工事によらず、小規模工事によっ

て実施すべきである。 
 

所では、情報の早

期取得及び適切な維

持管理工事の発注に

ついて確認し徹底を

図った。 

水道局  配水施設の

維持補修に係

る事務管理態

勢を整えるべ

きもの 

南部第二支所は、配水施設の維持補修工

事について、経済的に維持補修を行えると

ころ、単価の高い水道緊急工事を用いて実

施しているが、これらは緊急性の判断を行

っていないこと、十分な調整を行わず安易

に緊急工事により発注していることなどに

より発生している。 

給水部は、支所が適切な事務管理態勢を

整えるよう指導されたい。 

「単価請負業務発

注の手引き」を改訂

し、緊急性の判断基

準をより明確にし

た。 

平成１９年３月３

０日付け文書にて局

内関係部署に通知す

るとともに、平成１

９年４月に工務係長

会等を開催し、周知

徹底を図るよう指示

した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  漏水に伴う

修理工事を経

済的な方法で

行うべきもの 

水道緊急工事の実績を見たところ、①漏

水に対する応急修理を行った後、日を改め

て材質改善を行うものについて、水道緊急

工事によって施工している案件、②調査に

より発見した漏水を、緊急性がないにもか

かわらず水道緊急工事によって補修してい

る案件が見受けられた。 

 しかし、水道緊急工事は、緊急に漏水修

理を行うためのものであり、そのために通

常よりも高価な単価設定となっていること

から、緊急性のない工事を水道緊急工事で

実施することは適切でない。 

 この結果、緊急工事のための労務費の割

増分が不経済支出となっており、割増分を

試算すると、１億７，９７３万７，１６６

円となる。 

 

単価請負業務発注

の手引きを改正し、

緊急性の判断基準を

より明確にするとと

もに、該当しない案

件については給水管

整備及び取り出し工

事により発注するこ

ととした。 

平成１９年３月３

０日付け文書にて局

内関係部署に通知し

周知徹底を図った。 

 

下水道局  行政財産の

使用許可に伴

う光熱水費等

の徴収に係る

手続を適切に

行うべきもの 

流域下水道本部は、南多摩水再生センタ

ー及び八王子水再生センターにおける光熱

水費等の徴収について、平成１８年９月分

以降の調定を行っておらず、未請求となっ

ている。 

 南多摩水再生セン

ターは、平成１９年

２月５日までに、八

王子水再生センター

は、平成１９年２月

１４日までに、すべ

て調定し、請求した。

下水道局  行政財産の

使用許可に伴

う光熱水費等

の徴収に係る

手続を適切に

行うべきもの 

建設部は、中川建設発生土改良プラント

の現場事務所に設置している、自動販売機

等の使用許可に係る光熱水費等の徴収につ

いて、徴収すべき金額が計算できるにもか

かわらず、速やかに調定を行わず、使用期

間が満了して約２か月後の徴収となってい

る。 

 経理部から平成１

９年９月２８日付け

事務連絡により調定

と納期設定を適正に

行うよう周知徹底を

図った。 

下水道局  消防用設備

の管理を適切

に行うべきも

の 

南部建設事務所の庁舎の使用にかかわる

事務手続について見たところ、次のとおり

適切でない状況が見受けられた。 

①設置されている消火器８個について、

平成１１年度に設置して以降、点検及び

報告を行っていない。 

②自動火災報知器３機、誘導灯６個、煙

感知器８個について安全確保の観点から

設置しているが、これまで点検を行って

いない。 

 平成１８年度につ

いては、契約変更を

行い消防用設備の点

検を実施した。 

 その結果を平成１

９年４月２日に高輪

消防所長に報告し

た。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
教育庁  産業廃棄物

の処理委託に

係る事務処理

を適正に行う

べきもの 

産業廃棄物の収集・運搬及び処分を委託

する場合には、運搬については産業廃棄物

収集運搬許可業者に、また、処分について

は産業廃棄物処分許可業者に、それぞれ委

託しなければならない。 

しかし、練馬工業高等学校は、Ａと「産

業廃棄物運搬処理委託」契約（契約金額：

４万９，３５０円、契約期間：平成１９．

２．９～３．２０）を締結しているが、収

集運搬業許可証及び処分業許可証の有無を

確認すべきであったにもかかわらず、処分

業許可証の確認を行わないまま、処分許可

業者ではないＡと契約している。 

 

 平成１９年９月の

職員会議で職員全員

への注意、指導を行

った。 

 また学務部では、

学校経営支援センタ

ー連絡会、校長連絡

会及び経営企画室長

連絡会において、改

めて産業廃棄物処理

について適正な事務

処理を行うよう周知

徹底を図った。 

教育庁  身体障害者

用物品の購入

に係る契約手

続を適正に行

うべきもの 

消費税法第６条第１項及び同法施行令第

１４条の４の規定に基づき、厚生労働大臣

が指定する身体障害者用物品については、

消費税を課さないこととなっている。 

しかし、西部学校経営支援センターにお

ける身体障害者用物品の購入契約について

見たところ、非課税物品であるにもかかわ

らず、消費税を支払っている事例が認めら

れた。 

  

 過払金については

平成１９年７月３０

日までに全額戻入さ

れた。 

警視庁  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

 総務部におけるリース契約について見た

ところ、保守料の積算において、リース物

件価格に通常保守を必要としないパソコン

ラックやプリンタデスクを含めて算出して

いる。 

 平成１９年５月以

降の新規リース契約

から適切に積算して

いる。 
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〔平成１８年度各会計歳入歳出決算審査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
財務局  物品につい

て 

 物品５点（ビデオカメラほか）が過大に

登載されている。 

 平成１９年８月３

０日に物品管理シス

テムから削除した。 

主税局  物品につい

て 

 物品１点（自動販売機）が過大に登載さ

れている。 

 平成１９年５月２

３日に物品管理シス

テムから削除した。 

生活文化 

スポーツ局 

 公有財産に

ついて 

 男女平等普及・推進等のビデオ４本が登

載漏れとなっている。 

 平成１９年９月２

０日に財産情報シス

テムに登録した。 

生活文化 

スポーツ局 

 債権につい

て 

 育英資金貸付金１，５３１万４，４００

円が過大に計上されている。 
 平成１９年度上期

の債権増減異動通知

書により修正した。 

都市整備局  物品につい

て 

 物品１点(小型四輪乗用自動車)が登載漏

れとなっている｡ 

 平成１９年４月１

３日付けで適正に処

理した。 

産業労働局  公有財産に

ついて 

＜山林（分収）

及び地上権＞ 

 山林（分収）及び地上権２０６万８，０

００．００ｍ２（三宅島造林地）が過大に登

載されている。 

平成１９年１０月

３０日付け公有財産

異動通知書により修

正した。 

教育庁  物品につい

て 

 物品２点（エアーコンディショナー、電

話交換機）が過大に登載されている。 

 エアーコンディシ

ョナーについては平

成１９年５月１８日

に、電話交換機につ

いては平成１９年５

月２５日に、それぞ

れ物品管理システム

から削除した。 

警視庁  公有財産に

ついて 

 

 土地２０４．３０㎡（青梅警察署下長淵

駐在所敷地）が登載漏れとなっている。 

 平成１９年６月１

日に財産情報システ

ムに登録した。 

警視庁  物品につい

て 

物品４点（特殊用途自動車３点、速度測

定器１点）が過大に登載されている。 

 

 特殊用途自動車３

点については平成１

９年５月１日に、速

度測定器１点につい

ては平成１９年６月

２６日に、それぞれ

物品管理システムか

ら削除した。 
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〔平成１８年度決算審査（公営企業各会計）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  会計処理を

適正に行うべ

きもの 

駒込病院における修繕費（収益的支出）

の執行状況について見たところ、本部の規

定する修繕支弁基準に基づかない、不適正

な会計処理が見受けられた。 

 

 平成１９年１０月

２日付けで、過年度

損益修正を行った。 

病院経営本部  固定資産売

却益に係る会

計処理を改め

るべきもの 

本部は、荏原病院の土地（４０，０５６．

２㎡）を病院会計から一般会計へ有償所属

換（１３７億８，７３４万４，０４０円）

した。 

その際、回収の危険性を考慮し、代価の

支払条件である５年年賦のうち４か年分の

１０９億９，２０９万５，５０８円につい

ては、固定負債科目の繰延年賦売却益に計

上した。 

しかし、土地を有償所属換した相手方は

東京都の一般会計であることから、代価を

回収できない危険性は極めて低く、土地を

一般会計に所属換した日をもって収益の実

現があったとみなし、固定資産売却益の全

額を一括して特別利益に計上することが、

より妥当な会計処理である。 

 

 平成１９年９月２

５日付けで、過年度

損益修正を行った。 

 

〔平成１８年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
生活文化 

スポーツ局 

 情報化推進

補助の補助金

算出方法につ

いて見直しを

すべきもの 

 局は、教育用コンピュータ等をレンタル

又はリース方式により各私立学校が整備し

ている場合に、パソコンの台数に応じて補

助金の交付を行っている。 

 補助金額の積算に当たっては、５月１日

現在での契約総額を基に年間分を算出して

いるため、年度途中で契約期間が終了し、

より安価な再リース契約を行った場合に、

実際の年間レンタル・リース額を上回り、

補助金を支出する事例が認められた。 

  

 平成１９年度から

情報化推進補助の補

助金について、契約

期間に応じた算出方

法に見直し、全学校

に周知・徹底した。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

 

 推進事業に

係る事務費の

支出基準を明

確に規定し、

清算を適切に

行うべきもの 

 局は、「障害者スポーツの振興」に関して

Ａと協定を締結し、「障害者スポーツ振興推

進事業」を実施している。 

 その経費について、協定における事務費

の支出基準が明確でないため、支出内容の

妥当性を検証しないまま清算しており適切

でない。 

 平成１９年３月２

日付けで支出基準を

作成した。 

 基準に基づき経費

を精査し、平成１７

年度分及び平成１８

年度分について生じ

た返還金は納付され

た。 

福祉保健局  補助金交付

に係る審査を

適切に行うべ

きもの 

東京都民間社会福祉施設サービス推進費

補助金には、施設の努力・実績に対する加

算分がある。 

この加算分のうち、老人ホームの在籍者

分について、局は「概ね３ヶ月以内の入院

中の者についても、在籍者として取り扱う」

として、加算対象としている。 

しかし、補助金の加算根拠である対象者

名簿に、対象者の入退院日等の記載が無く、

加算対象か確認できないにもかかわらず、

補助金の交付決定を行っている。 

 補助対象施設に対

する実績報告書提出

依頼文書に加算対象

者名簿の記入例を添

付し適正な記載方法

を周知した。 

 また、各施設から

提出された実績報告

書の内容を確認し、

必要に応じて施設に

対して入退院日等の

記載方法について指

導を行った 

福祉保健局 

（社会福祉法

人東京都社会

福祉事業団） 

 診療報酬の

徴収に係る事

務処理を適正

に行うべきも

の 

事業団が受託している診療報酬の徴収業

務について、①一部負担金の納入期限が遵

守されていないものがある②各園が作成し

ている日計表と、医事事務システムにより

作成される日計表等が突合していない③

日々徴収した一部負担金を、預り金として

記帳するなどの会計処理を行っていない等

の不適正な事例が見られた。 

 

 平成１９年２月２

８日付事務局長通知

を、診療報酬徴収業

務を行っている施設

長あて行い、診療報

酬の徴収に係る事務

処理を適正に行うよ

う指示した。 

交通局 

（東京都地下

鉄建設株式会

社） 

 財務諸表の

作成を適切に

行うべきもの

＜スワップ取

引について＞ 

 財務諸表等規則（平成１８年内閣府令第

５６号）は、スワップ取引に係る時価情報

等を注記する旨を定めているが、会社が作

成した財務諸表には、スワップ取引に係る

計上根拠の記載がないなど適切でない点が

認められた。 

 平成１８年度決算

報告書において、個

別注記表に金利スワ

ップ取引に係る「時

価評価額の算定方

法」についての記載

を追加した。 
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〔平成１８年工事監査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
交通局  受水槽等清

掃の積算を適

切に行うべき

もの 

東雲庁舎設備運転管理委託（委託期間：

平成１７．４．１～平成１８．３．３１、

委託金額：３，０７６万５，０００円）の

うち、給排水衛生設備の受水槽等清掃の積

算について見ると、財務局制定の維持保全

業務積算基準に基づき行われている。 

同基準は、定期点検保守業務機械設備の

うち、受水槽及び高置水槽、汚水槽及び雑

排水槽等の清掃の単価について、その数量

に応じた大規模委託の低減率（１０～３

５％）を定めている。   

しかし、本件についてはこの低減が行わ

れていない。このため、財務局が参考に示

す低減率に基づいて積算すると、積算額約

５７万円が過大なものとなっている。 

 また、同様な庁舎の建物管理委託７件の

積算について見ると、適用する基準を定め

ていない。 

 大規模な運転管理

委託については、財

務局制定の維持保全

業務積算基準に基づ

く低減率を適用し

た。 

 また、各総合庁舎

の管理委託に係る積

算基準を定め、職員

に周知した。 

 

〔平成１８年行政監査（病院における収入管理について）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局  保留レセプ

トの発生予防

及び早期請求

を行うべきも

の 

 病院では、各月の診療分の診療報酬は翌

月に請求することを原則としているが、何

らかの理由で請求できないで、保留レセプ

トとして管理している場合がある。 

 保留レセプトの中には、医療券が未着の

ため長期間にわたり請求できないままとな

っているもの、医師のレセプト審査未了の

比率が高いものなどの事例が認められた。 

  

 保留レセプト件数

全体の縮減及び長期

保留の早期解消を目

指し、未着医療券に

かかる福祉事務所へ

の督促や、医師の審

査体制などの見直し

を行った。 

病院経営本部  診療報酬請

求に当たり債

権管理システ

ムを利用すべ

きもの 

 病院は、国民健康保険団体連合会への請

求に当たり、診療報酬総括請求書を作成し

ている。 

 債権管理システムにより総括票を作成す

ることで、正確な診療報酬請求を効率よく

行うことができるにもかかわらず、システ

ムを利用せず、従前のまま手作業により行

っている病院がある。 

 

 本部は、平成１９

年５月に各病院の医

事課職員を対象に医

事会計・債権管理シ

ステムに関する研修

を実施したほか、各

病院を訪問し、個別

に指導した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  媒体廃棄方

法を明文化す

べきもの 

 都立病院情報システム運用管理規程では

文書及び記録媒体の廃棄について、「関係

書類及び記録媒体の廃棄又は返却に当たっ

ては、情報が復元できない確実な方法で処

理しなければならない」と規定しているが、

その具体的な方法が明文化されていない。 

 平成１９年５月２

５日付で規程を「都

立病院電子カルテシ

ステム等運用管理要

綱」に改め、実施細

目を策定し、文書及

び記録媒体の具体的

な消去方法を明文化

し、各病院あてに通

知した。 

 

〔平成１８年行政監査（土地・建物の管理）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
建設局  遊休スペー

スを有効活用

すべきもの 

 北多摩北部建設事務所庁舎の３階につい

ては、平成７年度から、道路モノレール建

設事務所が事務室として使用していたが、

事業の終了に伴い、平成１１年度末をもっ

て空室となったため、局は遊休スペースの

利活用策として、東京都道路公社及び財団

法人東京都公園協会に対し、使用許可を行

っていた。 

ところで、監査日（平成１８．９．２１）

現在の状況を確認したところ、公社が使用

していた部分（３３７．５１㎡）について

は、２年６か月以上、また、協会が使用し

ていた部分（５４８．５２㎡）については、

６か月以上の期間が空室となっている状況

が見受けられた。 

 平成１９年５月に

生活文化スポーツ局

所管の事業所より利

用希望があり、平成

２０年度から事業所

として活用すること

となった。 

 

 

 

 

 

 

 



 - 27 - 

〔平成１８年各会計定例監査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
財務局  未利用地を

速やかに引き

継ぐべきもの 

 財産運用部は、各局の需要と供給の両面

を適切に把握し、全庁的視点からの調整と

活用を進めていく必要があるにもかかわら

ず、組織改正によって生じた建設局所管の

未利用地の一部を引き継ぐことなく、行政

財産として未利用な状態のまま３年間も放

置している。  

 建設局から引継を

行い、平成１９年６

月２０日に公有財産

増減異動通知書によ

り会計管理局長に通

知した。 

福祉保健局  事務処理マ

ニュアルを整

えた上で適正

な徴収事務を

行うべきもの 

 局における債権の収入状況を見たとこ

ろ、滞納している債権を回収するためには、

滞納者に対し、適時に適切な徴収事務を行

う必要があるが、収入未済金の事務処理が

適切でない事例が多数見受けられた。 

 局として債権管理にかかる規定を定め、

また、標準的に行うべき徴収事務について

事務処理マニュアルを作成する必要があ

る。 

 平成１９年４月１

日付けで「福祉保健

局債権管理事務処理

要綱」を、また平成

１９年７月１７日付

けで「福祉保健局滞

納整理事務処理マニ

ュアル」をそれぞれ

施行し、各部へ配布

した。 

建設局  監督事務費

の算定方法を

抜本的に見直

すべきもの 

 道路管理部は、監督事務費の算定におい

て、舗装の種類・厚さなどに応じ、計５２

８種類の単価を定め、これに、０．０１㎡

単位の舗装面積、０．１ｍ単位の舗装面の

切断延長、側溝の復旧延長など、復旧規模

を乗じて金額を決定している。 

 しかし、監督事務の内容は復旧工事後の

立会いや検査などであって、工種や規模に

よって監督に要する時間が大きく変わるも

のではないにもかかわらず、しゅん工図か

ら舗装面積を０．０１㎡単位で事務費を算

定するなど、必要以上に厳密な計算を行っ

ているため事務処理が煩雑なものとなって

いる。 

 工種の見直し、単

価数の削減等を行

い、平成１９年７月

１日付けで東京都道

路占用規則及び道路

占用工事要綱を改正

した。 

 

〔平成１７年度各会計歳入歳出決算審査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局  債権につい

て 

 貸付金３０億３，１２６万２，１８９円

（母子福祉資金貸付金）が過大に計上され

ている。 

 平成１８年度債権

増減異動通知書（下

半期分）により修正

した。 
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〔平成１７年度決算審査（公営企業各会計）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

交通局  国債及び貸

付金の受取利

息に係る会計

処理を適正に

行うべきもの 

局は、国債の購入や日暮里・舎人線建設

資金の貸付けを行い、その受取利息を交通

事業、高速電車事業、電気事業の各会計に

按分し、各会計の損益計算書に計上してい

る。 

しかし、この投資は、高速電車事業会計

の資金により行っているものであることか

ら、その受取利息はすべて同会計の損益計

算書に計上すべきである。 

 

 国債及び貸付金の

利息について、平成

１８年度は全額を出

資会計である高速電

車事業会計で収納し

た。また、平成１７

年度分についても、

１８年度決算処理時

において、過年度修

正を行った。 

交通局  共用施設に

係る経費の配

分及び会計処

理を適正に行

うべきもの 

 局は、交通局東雲庁舎の空調換気設備等

の運転管理に関する経費について、その全

額を交通事業会計の損益計算書に計上して

いる。 

 しかし、深川自動車営業所分を交通事業

会計が、研修所及び倉庫分を共通経費とし

て各会計が分担することとしていることか

ら、当該契約の研修所及び倉庫に係る経費

については、按分して各会計の損益計算書

に計上すべきである。 

 平成１８年度決算

では、東雲庁舎に係

る経常経費及び修繕

費について交通事業

会計専属分と関連費

用とに按分した。 

下水道局  事業の規模

を適正に表示

すべきもの 

 区部における公共下水道事業と市町村域

における流域下水道事業に共通する費用の

経理について見たところ、共通する費用の全

額を区部事業に計上するとともに、流域事業

負担分と同額を市町村維持管理負担金収入

（流域事業・営業収益）から区部事業のその

他営業収益に振替計上している。 

 このため、流域事業の収益及び費用の総額

が不明確となり、事業の規模が適正に表示さ

れていない。 

 平成１８年度決算

書に、総額等に関する

注記を追加した 
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〔平成１７年行政監査（情報システムの運用管理）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
主税局  教示文等の

文字表示につ

いて見直しを

検討すべきも

の 

税務情報総合オンラインシステムについ

ては、法人事業税・都民税の更正・決定通

知書に記載されている教示文の文字が著し

く小さいため、容易に判読できず、導入目

的の一つである納税者サービスの向上につ

ながっていない。 

 平成１９年８月２

８日付けでシステム

変更を行い、教示文

の文字を大きくした

うえで帳票裏面に印

刷することとした。 

 

〔平成１７年行政監査（道路の維持補修について）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
建設局  緊急輸送道

路に係る隣接

県等との協

力・連携を強

化するよう努

めるべきもの 

 都は、地震等の災害発生時に備えるため、

隣接県及び政令都市と相互応援の協定を結

び、災害時の応援内容として、緊急輸送道

路の共同啓開等をあげている。 

 ところで、緊急輸送道路は各都道府県知

事が独自に指定しているが、都県境をまた

ぐ道路について見たところ、震災時に啓開

する優先順位が、都と隣接県とで異なって

いる事例が見られた。 

 

 隣接県等と調整を

行い、東京都緊急輸

送道路ネットワーク

計画を平成１９年９

月６日付で改訂し、

各道路管理者の緊急

輸送道路指定の整合

を図り、災害時の復

旧態勢に万全を期し

た。 

 

〔平成１７年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

福祉保健局 

（学校法人東

京女子医科大

学） 

 救命救急セ

ンターの運営

について 

 

 

 

 

 

救命救急センターにおいては、救急車で

来院した重症患者が少なく、本来、救命救

急医療に用いるべき医療スタッフ及び病床

が、救急車以外の手段で来院した患者に対

する一次及び二次救急医療に用いられてい

る。 

 また、患者の平均在院日数についても平

均１６日と長く、より積極的に後方転送を

行うことで、重症患者の受け入れを増やす

ことができる。 

 診療体制について

は、初期・二次救急

対応と、三次救急対

応との診療場所及び

医療スタッフを分け

る運営を開始した。 

 また、指摘時と比

較して、救急車来院

重症患者数、院内転

棟率、他院転送率等

も向上している。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

 

 ウェルネス

エイジ６０事

業のあり方に

ついて早急に

見直しを検討

すべきもの 

 

 財団法人東京都保健医療公社は、平成

１５年度よりウェルネスエイジ６０を運

営し、都民及び団体等の自主的な健康づ

くりの場としてプール、フロアを貸し出

している。 

ところで、ウェルネスエイジ６０の運

営状況について見ると、平成１６年度の

施設の実績は、団体利用が７２４回（利

用率２３．７％）であり、個人の１日平

均利用者数も、２５．５人と極めて低い

状況にある。 

 この事業は、現状では厳しい運営状況

にあることから、局は、ウェルネスエイ

ジ６０事業の今後のあり方について早急

に見直しを検討されたい。 

 

 本事業は平成１８年４月よ

り、財団法人東京都高齢者研

究・福祉振興財団が引き継い

だ。 

 本事業に、財団が持つ人材

育成のノウハウを加え、福

祉・健康分野の推進を総合的

に事業展開することは財団の

設立目的に合致しており、積

極的に取り組んでいく。 

 現在、大久保病院における

メタボリックシンドロームの

運動療法に貸出しているほ

か、介護予防主任運動指導員

養成の会場とするなど施設の

利用促進を図ってきた。 

 今後、老人クラブ連合会の

行う指導者育成事業や健康づ

くり支援事業、医療保険者の

行う特定保健指導等を平成２

０年度実施の方向で検討し、

より一層の活用を図ってい

く。 

 

〔平成１７年各会計定例監査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
環境局  自然保護条

例に基づく屋

上等緑化の維

持管理状況の

把握に努める

べきもの 

敷地面積１，０００㎡以上の民間施設

及び２５０㎡以上の公共施設を新築又は

増改築等を行おうとする者は、東京にお

ける自然の保護と回復に関する条例第１

４条に基づいて、緑化完了時に緑化完了

書の届出を行い、緑地の適切な維持管理

に努めなければならないとされている。

 しかし、緑化完了書届出後の維持管理

状況については、平成１４年１２月に航

空写真により調査したことに止まって

おり、十分に把握されている状況にな

い。 

 「地理情報システムによる

緑の現況調査委託」及び「開

発・建築に伴う緑地情報の入

力委託」により、屋上等緑化

の維持管理状況を継続的に把

握する体制を整備した。 
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〔平成１６年度決算審査（出納長所属各会計）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

中央卸売市場  大動物新と
畜ラインへの

転換・整備事

業に伴う財産

の管理を適正

に行うべきも

の 

中央卸売市場は、小動物ラインの１つを

大動物新と畜ラインに転換・整備を行った

が、この転換・整備事業に係る公有財産及

び物品の登録等財産管理状況を見たとこ

ろ、次のような事例が認められた。 

①当該工事で取得した施設及び物品につ

いて公有財産及び物品の登録がなされてい

ない。 

②撤去したライン及び撤去ラインで使用

していた小動物炭酸ガス麻酔設備などの価

格の減が反映されていない。 

 

 取得した施設及び

物品については、平

成１７年１０月及び

平成１８年５月に登

録した。 

 また、撤去した際

に処理していなかっ

た設備２６点につい

ては、平成１９年３

月３１日付で修正し

た。 

 

 


	表紙、公表文、目次
	第１　報告の概要
	第２　報告の内容
	平成１８年度決算審査（公営企業各会計）
	平成１８年度財政援助団体等監査
	平成１８年工事監査
	平成１８年行政監査（病院における収入管理）
	平成１８年行政監査（土地・建物の管理）
	平成１８年各会計定例監査
	平成１７年度各会計歳入歳出決算審査
	平成１７年度決算審査（公営企業各会計）
	平成１７年行政監査（情報システムの運用管理）
	平成１７年行政監査（道路の維持補修）
	平成１７年財政援助団体等監査
	平成１７年各会計定例監査
	平成１６年度決算審査（出納長所属各会計）
	平成１８年度各会計歳入歳出決算審査
	平成１９年各会計定例監査


